
団体名： 美浜町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.8 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 117.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 125.0 ％） （達成度 120.0 ％） Ａ Ｂ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 105.6 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 86.7 ％） （達成度 100.0 ％） Ｂ Ｂ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ
①現行どおり
②廃止する

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ
両方現行どお

り

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

構成員の受注機会
の増加を図るた
め、引き続き事業
を実施する。
産業活性化のた
め、地域資源の活
用、ＰＲを引き続
き実施する。 ○

目標
数値

9
実績
数値

9
目標
数値

4

指標

特産品ＰＲ回数

無料リフォーム相談会を
開催したことで、構成事
業所の受注機会の増加を
図ることができた。
商工会サミットを開催し
たことで、情報交換や交
流が図られた。
事業を通して特産品の販
売を行ったことで、産業
振興につながった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

4

産業活性化事業

受注機会の増加を図るた
め、増改築相談員有資格事
業者による地域住民対象の
無料リフォーム相談会を実
施する。
企業の発展、地域産業活性
化のため、認定特産品や地
域資源の活用、開発普及、
ＰＲを行うとともに、地産
地消の推進などを行うほ
か、ＭＩＨＡＭＡ商工会サ
ミットを開催し、産業振興
に繋げる。

・無料リフォーム相談
構成事業所数　9企業
・特産品ＰＲ活動
ＰＲ回数　4回
・MIHAMA商工会サミット
参加商工会数　4商工会

小規模事業者

指標

構成事業所数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

地域の活性化、魅
力ある街づくりの
ために、引き続き
事業を実施する。

目標
数値

600
実績
数値

520
目標
数値

花一杯運動来場者数

指標

街路灯管理基数
花の苗の配布により、地
域の活性化や魅力ある地
域づくりにつながった。
街路灯の維持管理によ
り、商店街の活性化や治
安維持につながった。

総
合
評
価

Ｂ

215
実績
数値

215

商店街・街づくり
事業

地域の活性化、魅力ある地
域づくりのため、花一杯運
動を実施する。
商店街の活性化と治安維持
のため、街路灯の維持、管
理を実施する。

・花一杯運動
延来場者数　520人
・街路灯維持管理
街路灯　215基
アーチ　2基 小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者が出
店し、販売促進に
繋げることができ
るように、引き続
き事業を実施す
る。 ○

目標
数値

18
実績
数値

19
目標
数値

指標

地域の産業を広く住民に
ＰＲできた。また、出店
企業の商品・サービスに
ついて販売促進が図られ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

祭典事業

産業まつりを開催すること
により、その集客力をいか
して地域の経済活動を促進
し地域の産業を広く住民へ
のPRの機会とするととも
に、地域の総合的な振興を
図ることを目的とする。

・美浜町産業まつり
出店企業・団体数　19

小規模事業者

指標

出店企業・団体数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

受講対象者に応じ
たテーマの選定に
十分注意するとと
もに、問題意識を
もって講習会を開
催する。 ○

目標
数値

8
実績
数値

10
目標
数値

10

指標

個別指導回数
小規模事業者が必要とす
る知識や技術の習得につ
いての講習会を開催した
ことで、事業者の資質の
向上と円滑な事業運営に
つながった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

12

講習会等

多様化する経営環境に対応
するため、小規模事業者に
とって必要な金融・税務・
経理・労働・情報化等の知
識習得や時事的な問題につ
いての啓もうを図り、事業
者の資質の向上と円滑な事
業運営に資することを目的
とする。

・講習会開催回数及び受講
者数
集団　10回　43人
個別　12回　16人
計    22回　59人

小規模事業者

指標

集団指導回数

記帳機械化利用者
数の増加に努め、
正しい記帳方法や
計数管理により経
営力の向上に結び
付くよう引き続き
事業を実施する。目標

数値
651

実績
数値

765
目標
数値

実績
数値

記帳継続指導を受けた事
業者が正しい記帳方法を
身につけ、事業者の適正
な税務申告および経理の
自計化が図られた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

記帳継続指導事業

個人事業主等を対象に正し
い記帳方法や決算・確定申
告の指導を行い、適正な税
務申告と経理の自計化や計
数管理による経営力の向上
に結びつける。

・指導対象者数　74人
・指導延日数　602日
・指導延回数　765回

小規模事業者

指標

指導延回数

指標

目標
数値

800
実績
数値

806
目標
数値

20

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営指導員を中心
とした全職員体制
による巡回窓口指
導を強化し、引き
続き事業を実施す
る。

○
巡回・窓口相談指
導事業

経営基盤の弱い小規模零細
企業を中心に、経営指導員
等の商工会職員が事業所へ
訪問し、金融・税務・労働
等の経営全般について、
様々な相談への指導をする
ことにより経営及び技術の
改善を図り、健全な企業を
育成するとともに、創業予
定者を始めとした経営全般
に係る相談窓口の設置によ
り、経営改善に資する指導
を行う。

・巡回窓口指導実企業数263
社（内非会員7社）
・巡回窓口指導延件数806件
（内非会員8件）
・課題解決提案件数20件
・経営革新承認件数0件

小規模事業者

4

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

小規模事業者の良き相談
相手として、企業の経営
や技術の改善の支援を行
い、また、各種施策の普
及を図ることができた。

実績
数値

20

２０１９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 美浜町商工会

得られた効果 備考

２０１９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 103.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 116.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 120.0 ％） （達成度 124.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 166.7 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 75.0 ％） Ｂ Ｂ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ
両方現行どお

り

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

若手後継者等育成
に必要なため、引
き続き事業を実施
する。

目標
数値

10
実績
数値

10
目標
数値

80

指標

受講者満足度
勉強会の開催により、若
手経営者が経営に必要な
知識を習得することがで
きた。
青年部全国大会へ正副部
長が参加したことで、指
導者としての資質向上に
つながった。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
60

若手後継者等育成
事業

経験豊富な専門家による経
営に必要な知識やノウハウ
の解説、各種課題への支援
施策の情報を交えながら、
経営スキルや情報を習得す
る。
青年部全国大会へ参加す
る。

・若手経営者等勉強会
開催回数　1回
受講者数 10人
・青年部全国大会参加
参加者数　2人 小規模事業者

指標

受講者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

委託事業所の事務
処理負担軽減に資
するため、引き続
き事業を実施す
る。
地元企業の採用活
動を支援するた
め、引き続き事業
を実施する。

目標
数値

112
実績
数値

112
目標
数値

3

指標

参加企業数

委託事業所の事務処理負
担の軽減および労働保険
料の適正な徴収につなが
り、未加入事業所への適
用促進が図られた。
知多地域学生就職情報セ
ンターへの参画により地
元企業の採用活動を支援
することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

5

雇用・労働事業

事業主に代わって労働保険
料の申告納付その他労働保
険に関する各種の届出等を
行うことにより、事務処理
負担を軽減し、労働保険の
適用促進及び労働保険料の
適正な徴収を図ることを目
的とする。
また、求人対策事業「知多
地域学生就職情報センター
（るびあん）」に参画し、
地元企業の採用活動をサ
ポートする。

・労働保険事務組合
受託事業所数　112事業所
対象従業員数　359人
・就職情報誌の発行、合同
会社説明会の開催
参加企業数（管内企業）5社

中小・小規模
事業者

指標

受託事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

企業の経営安定を
図るため、引き続
き事業を実施す
る。

目標
数値

20
実績
数値

24
目標
数値

50

指標
健康診断受診者数

共済制度の普及および加
入促進を行い、また、健
康診断事業を実施したこ
とで、企業が福利厚生を
充実させ雇用の安定化、
経営の安定化につながっ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
62

福利厚生事業

中小企業、小規模企業の経
営・雇用の安定を図るため
に、各種共済制度の普及や
事業主の退職金の確保、健
康診断の実施により、企業
の健全な育成に資すること
を目的とする。

・共済の普及及び加入促進
中小企業共済加入口数　24
口
・健康診断事業
開催回数　4回
受診者数　62名

中小・小規模
事業者

指標
中小企業共済加入口数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

部会、支部、委員
会の組織強化を図
り、引き続き事業
を実施する。

○

目標
数値

6
実績
数値

7
目標
数値

指標

部会、支部、委員会の運
営が円滑に実施できるよ
うに指導したことで、小
規模事業者が交流を深め
ることができ、情報を収
集することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

部会・委員会事業

部会、委員会、同業種、支
部事業により交流を深め、
情報を収集するため、部
会、支部事業を指導、運営
する。

・部会、委員会、支部運営
指導事業
開催回数　7回

小規模事業者

指標
開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

部員増強に努め、
組織を強化し、引
き続き事業を実施
する。

目標
数値

12
実績
数値

12
目標
数値

指標

活動を通じて部員間の交
流が図られ、さまざまな
事業を通じて地域との関
わりを持つことができ、
地域社会の発展に寄与す
ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

青年部・女性部事
業

青年部員・女性部員間での
交流や社会福祉を通じて地
域との関わりを持つことに
より、地域社会の発展に寄
与することを目的とする。

・青年部・女性部事業
事業開催回数　12回

小規模事業者

指標
事業開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各種施策普及や情
報提供に必要なた
め、引き続き事業
を実施する。

○

目標
数値

4
実績
数値

4
目標
数値

指標

広報誌の発行により、小
規模事業者に施策を普及
することができたほか、
他商工会の事業活動の情
報を定期的に提供するこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報事業

小規模事業者関連の施策普
及と、他商工会の事業活動
の情報を定期的に提供する
ため合同会報を発行する。

・広報誌「風」
発行回数　4回

小規模事業者

指標
会報誌発行回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

産学官連携により
実り多い交流がで
きており、引き続
き事業を実施す
る。

目標
数値

100
実績
数値

103
目標
数値

指標

異業種交流会に参加した
小規模事業者が情報を収
集したり、人脈を形成す
ることででき、経営強化
の一助となった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

経営強化事業

産（商工会会員）官（美浜
町）学（日本福祉大学）の
連携により情報交換・交流
の場を提供し、情報を収集
し、経営計画立案の一助と
する。

・異業種交流会
交流会参加者数 103名

小規模事業者

指標
交流会参加者数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


